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香港 韓・台・星

日本 西欧

租税回避地 米国

１．対中直接投資の現状

　中国が改革・開放政策を1978年に導入してからちょうど30年が経過しようとしている。1992年の
　鄧小平による南巡講話以降は対中直接投資が急増し、当時不足していた資本や技術をもたらし、
　中国の経済成長を支えてきた。対中直接投資は今でも増え続けているが、90年代半ば以降中国の
　固定資産投資に占める割合は下落している。
　これを産業別にみると、不動産をはじめとする非製造業が増えているものの、対中直接投資の中
　心であった製造業は2004年以降頭打ちの感がある。国別にみると、香港や租税回避地からの投資
　が増えている。地域別にみると、政府は西部大開発の方針のもと中部・西部への誘導を図ってい
　るが、物流面をはじめ各種インフラが未整備のため、外国投資は東部に偏っている。

（備考）1.CEIC
　　　　2.金融業を除く
　　　　3.租税回避地はｳﾞｧｰｼﾞﾝ諸島とｹｲﾏﾝ諸島

図表2-2　国別 図表2-3　地域別

図表1　対中直接投資の推移

（備考）CEIC

(％) (億ドル)

図表2-1　対中直接投資・産業別

直接投資（フロー）

固定資産投資に
占める割合（右目盛）

(億ドル)

(億ドル)(億ドル)

（備考）1.「中国統計年鑑」
        2.1997年から2007年にかけて、中国のGDPは3.1倍、
　　　　　固定資産投資は5.4倍、直接投資は1.8倍となった

＊直接投資とは、企業が海外で経営参加のため行う国際資本移動を指し、現地法人の設立・拡大や、
  一定割合（IMFによれば10％）以上の既存外国企業の株式取得といった形をとる。

(暦年) (歴年)

(歴年) (歴年)

（備考）1.商務部投資管理司資料
　　　　2.東部：北京・天津・河北・山東・江蘇・上海・
　　　　　　　　浙江・福建・広東・広西・海南・遼寧
          中部：山西・河南・湖北・江西・安徽・湖南・
　　　　　　　　黒竜江・吉林・内ﾓﾝｺﾞﾙ
　　　　　西部：四川・重慶・セン西・甘肃・青海・寧夏・
　　　　　　　　新疆ｳｲｸﾞﾙ・雲南・貴州・ﾁﾍﾞｯﾄ
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中国の直接投資受入策の構造変化
～技術・環境重視の明確化とサービス業の強化～



　

●賃金の高騰

●元高・ドル安

●低ｴﾈﾙｷﾞｰ効率・環境問題

●国内市場の拡大

●外資利用第11次5ヵ年計画

●輸出税金返還制度の見直し

●法人税率の一本化

●労働契約法の改正

●外国投資産業指導目録

主な経済要因 主な制度要因

●ローテクからハイテクへ

●輸出向けから国内市場向けへ

●省エネ・環境重視へ

●サービス業の強化へ

対中直接投資の構造変化
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　対中直接投資は、ローテクからハイテクへ、輸出向けから国内市場向けへ、省エネ・環境重視へ、
　サービス業の強化へと変化している。その背景には、経済要因と制度要因がある。
　まず経済要因においては、賃金水準が10年前の約４倍に高騰しており、中国の経済力向上やサブプラ
　イム問題による米国景気後退を受け、元高圧力が強まっている。賃金高騰と元高は進出企業の輸出競
　争力を弱めることになり、特に製造業の対中進出意欲を減退させている。一方中国のエネルギー効率
　は低く、環境対策が課題となっている。このほか国内消費の伸び率は高まっており、財・サービスの
　高度化・多様化が求められている。

２．構造変化の要因

図表3　構造変化の要因

図表4　年間平均賃金 図表5　元レート

↓元高

（備考）CEIC （備考）Bloomberg
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図表6　エネルギー効率比較（2004年）

（備考）経済産業省

GDP単位当たりエネルギー消費量
（日本を１とする指数）

図表7　中国の投資と消費の伸び率

（備考）1.中国国家統計局
        2.前年同期比。毎年初の変動は
　　　　　春節（旧正月）によるもの

固定資産投資

消費

(月次)(歴年)

(2005年1月=100)

(月次)

(％)
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過去の問題点 第 11 次 5 ヵ年計画の目標 

●投資の数量を重視し質を軽視する傾向 

●技術移転が進捗していない 

●中西部と東部の格差が拡大 

●一部中核企業が外資に買収されるケース

が増え、産業面の安全上脅威 

●自国企業が不利な競争環境にさらされて

いる。 

●技術・人材・マネジメント手法の導入 

●イノベーション力の向上 

●環境・省エネ重視 

●サービス業の開放・強化 

●中西部への投資誘導 

●国家安全と国民利益の確保 

●関連法制度の見直し 

 

図表8　外資利用第11次5ヵ年（2006-2010年）計画の概要

図表9　主な制度面の変更

　つぎに制度要因においては、中国政府は直接投資を望む方向に誘導すべく、外資導入方針を提示し
　ている。2006年に発表された外資利用第11次5ヵ年計画では、過去の問題点に基づき、技術・環境
　重視の方針を明確化し、サービス業の強化などをうたっている。主な制度面の変更には、外資によ
　るＭ＆Ａの管理、中部・西部への投資誘導、アウトソーシング産業育成、輸出税金返還制度の見直
　し、法人税率の一本化、労働契約法の改正などがある。これらは従来の外資優遇政策を見直し、産
　業構造転換を促進する内容となっている。

（備考）「外資利用第11次5ヵ年計画」より作成

（備考）1.各種資料より作成
        2.外資の法人税については、以下の優遇策も廃止された
　　　　　・生産型外資系企業の２年間免除・３年間半減
　　　　　・先進技術外資系企業の３年間半減期間延長
　　　　　・輸出型外資系企業の税率半減、再投資の税還付

２－２．

制度 実施時期 主な内容 

外資による

M&A の管理 
2006 年 8 月 

株式交換を認める一方、基幹産業・ブランドなど

を保護・管理 

万商西進 

プロジェクト
2006 年 9 月 

中西部への投資誘導を強化し、東部からの産業 

移転を推進 

千百十 

プロジェクト
2006 年 10 月 

５年以内に、10 ヵ所のアウトソーシング拠点を

国内に建設し、100 社の多国籍企業にアウトソー

シング業務の中国移転を促進し、1000 社の大・

中堅企業を育成 

輸出税金返還

制度の見直し

直近は 

2007 年 7 月 

輸出品の税金を一定比率で企業に返還する制度

の見直し 

法人税率 

の一本化 
2008 年 1 月 

中国企業 33%、外国企業 24%／15%の法人税率を 

5 年以内に 25%に統一 

労働契約法の

改正 
2008 年 2 月 

無期限契約を設置（10 年間連続して勤務した者

などは無期限契約を要求可能） 
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　さらに国家改革発展委員会（経済構造改革などを担う国務院のマクロ管理部門）と商務部（外資の審査
　などを担当）が2007年末に施行した外資審査基準である「外国投資産業指導目録」では、技術・環境重
　視の姿勢が明確となっている。この目録は産業分野を禁止／制限／奨励に分類している。禁止は40種、
　制限は87種、奨励は351種あり、旧版（2004年）に比べそれぞれ5種、9種、49種が追加されている。
　以上のように中国政府は外資導入に関する政策変更を相次いで打ち出しており、対中直接投資の圧倒的
　優位性は従来に比べ制度面でも低下しているが、一方では奨励している分野も存在する。

図表10　外資審査基準における産業分野別の主な禁止・制限・奨励状況（抜粋）

①　禁止

②　制限

産業分野 主な内容 備考 

ﾚｱﾒﾀﾙ・ﾚｱｱｰｽ、放射

性鉱物 

ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ、ﾓﾘﾌﾞﾃﾞﾝ、錫、ｱﾝﾁﾓﾝ、蛍石

の探査・採掘 
産業資源・国家安全確保のための措置 

遺伝子関連 遺伝子診断・治療、遺伝子組換  

中国固有品種の農

畜水産業・漢方薬 

種畜・水産苗種の開発・生産、漢方調

整技術 
 

小型石炭火力発電 
30 万 kw 以下の小型石炭火力発電 

（ﾁﾍﾞｯﾄ、新疆等を除く） 

発電等ｴﾈﾙｷﾞｰ多消費型の産業において中小企業

の淘汰が加速 

社会・国土調査 
社会調査、地質調査、陸海の測量・製

図、ﾅﾋﾞｹﾞｰｼｮﾝ用電子地図 

ｶｰﾅﾋﾞに関してはｼｽﾃﾑ開発のみ可(地図の基礎ﾃﾞ

ｰﾀは不可) 

ﾏｽｺﾐ・ﾒﾃﾞｨｱ 
新聞、出版、ﾃﾚﾋﾞ・ﾗｼﾞｵ局、ﾆｭｰｽｻｲﾄ

の運営、映像制作・配給等 
ﾗｲｾﾝｽ供与方式なら出版等への参入可 

郵政など 郵政、航空管制  

ｷﾞｬﾝﾌﾞﾙなど ｷﾞｬﾝﾌﾞﾙ、ｺﾞﾙﾌ場 ﾏｶｵは例外 

基礎教育、軍事関連 義務教育、武器弾薬製造  

 

産業分野 主な内容 備考 

貴金属鉱物 

ｱﾙﾐ・銅・鉛・亜鉛、ﾀﾝｸﾞｽﾃﾝ・ﾓﾘﾌﾞﾃﾞ

ﾝ・錫・ｱﾝﾁﾓﾝの精錬、燐・ﾏﾝｶﾞﾝ・海

砂の採掘 

国内需要の急増を受け、産業資源確保の観点か

ら制限 

金融 

現地法人への出資比率上限：銀行

100%、ﾘｰｽ 100%、生命保険 50%、証券

33%、証券投資ﾌｧﾝﾄﾞ 49%。先物取引会

社を禁止から制限に変更（中国側持分

支配が条件） 

WTO 加盟以来資本市場の開放を拡大しつつも、

慎重姿勢を崩していない 

不動産開発 

土地の大規模開発、高級ﾎﾃﾙ・ｵﾌｨｽﾋﾞ

ﾙ・別荘の建設、中古不動産売買、不

動産仲介 

外資の不動産投資が急増しており、ﾊﾞﾌﾞﾙ懸念か

ら制限 

食糧・資源販売など 
食糧・原油の卸小売、訪問・通信・ﾈｯ

ﾄ販売、ｵｰｸｼｮﾝ、ﾌﾗﾝﾁｬｲｽﾞ経営 
 

市場調査など 格付会社、法律ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ  

運輸・通信 
鉄道貨物・旅客運輸、道路旅客運輸、

河川運輸、通信 

鉄道・道路のｲﾝﾌﾗ建設は奨励だが、その運営は

制限 

電力・ガス・水道網 
電力網の建設・運営を禁止から制限に

変更 

外資に対し発電は奨励、電力網は制限（中国で

は発電・配電分離） 

ﾊﾞｲｵ燃料など 
ﾊﾞｲｵ燃料生産、とうもろこしの工業用

加工、近海漁業 
食糧資源確保のため制限 

娯楽施設 大型ﾃｰﾏﾊﾟｰｸ、娯楽施設、興業会社 ﾃﾞｨｽﾞﾆｰが香港に続き、上海進出を計画 

高校教育・医療機関 高校教育、医療機関  
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　従って外資系企業にとっては、中国を単なる生産拠点でなく高成長の見込める巨大市場としてとらえる
　発想の転換が必要になっている。グローバルな生産拠点選定の立場からはベトナムなど「チャイナ＋１」

　の検討が真剣に行われていくことになろう。
　日本企業は海外投資を検討するに際し、このような投資環境の変化を念頭に置く必要がある。奨励
（優先的に審査・許可）されている産業分野のなかには、省エネ・環境技術や自動車関連など日本の得意
　分野もあり、今後の事業機会を見込むことができる。

（備考）1.国家発展改革委員会・商務部「外国投資産業指導目録（2007年12月改正版）」、各種報道より作成。
　　　　　同目録は1995年に初めて公布され、今回が４回目の改正
　　　  2.産業育成や安全上の観点から、投資形態が中国との合弁に限定されることが多い
　　　　3.対中直接投資は主に国家発展改革委員会と商務部によって審査・許可されるが、銀行では銀行監督
　　　　　管理委員会、保険会社では保険監督管理委員会、国内企業への株式投資では証券監督管理委員会の
　　　　　審査・許可も必要

③　奨励

３. まとめ

図表10-2　外資審査基準における産業分野別の主な禁止・制限・奨励状況（抜粋）

産業分野 主な内容 備考 

省エネ・環境技術 環境測定、公害防止機器・設備等 
2010 年までの環境対策投資は約 22 兆円。08 年 5

月胡錦濤国家主席来日の際に重点的協力で合意 

ｴﾈﾙｷﾞｰ 原子力発電・新ｴﾈﾙｷﾞｰﾌﾟﾗﾝﾄ 
07 年三菱重工がﾊﾙﾋﾞﾝ動力設備と業務提携し、浙

江省・山東省の原子力発電ﾀｰﾋﾞﾝを受注 

高効率・新技術資源

開発 

重油・ｵｲﾙｻﾝﾄﾞ・ｵｲﾙｼｪｰﾙ・海底ﾒﾀﾝﾊｲ

ﾄﾞﾚｰﾄの探査・開発、太陽電池製造、

電池・電器・ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ類等のﾘｻｲｸﾙ 

07 年家電・自動車等のﾒｰｶｰにﾘｻｲｸﾙ対応を義務付

け。08年 5月胡錦濤国家主席はﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙﾘｻｲｸﾙの

JFE 川崎工場を視察 

自動車、航空機 
自動車・同部品、省エネ型ｴﾝｼﾞﾝ、 

研究開発ｾﾝﾀｰ、飛行機、航空設備 

日米欧自動車ﾒｰｶｰの進出が加速。VW の 08 年 1-3

月期販売台数が初めて母国ﾄﾞｲﾂを超えた 

鉄道運輸設備 鉄道・地下鉄の車両、部品及びｼｽﾃﾑ 

2010 年までに中国の鉄道・地下鉄投資計画は約

23 兆円、車両設備がその約半分を占める。ｱﾙｽﾄﾑ、

ｼｰﾒﾝｽ、川崎重工等が進出 

建設機械 鉱業用等の建設機械 
ｺﾏﾂの 07 年度売上は中国 1660 億円・日本 1800

億円、08年度は逆転の見通し 

工作機械 数値制御の工作機械  

高度な電気機械 先端電子製品、高度な電気機械 
07 年ｲﾝﾃﾙは同社ｱｼﾞｱ初の半導体量産工場を大連

において 25 億ﾄﾞﾙで設立（中国最大の外国投資）

新薬開発 新型化合物薬、ﾊﾞｲｵ新薬 08年4月三菱商事がﾊﾞｲｵﾍﾞﾝﾁｬｰ投資ﾌｧﾝﾄﾞを設立

ﾋﾞｼﾞﾈｽ関連ｻｰﾋﾞｽ 
会計・経済・技術・環境ｺﾝｻﾙﾃｨﾝｸﾞ、

ｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ 

4大国際会計事務所が2010年までに6-8割増員、

各社 1万人体制に。上海・大連（日本向け最大）

等がｱｳﾄｿｰｼﾝｸﾞ産業の拠点 

物流 一般商品の配送、物流の現代化 
ﾌｪﾃﾞｯｸｽは 07 年に自社ｱｼﾞｱﾊﾌﾞをﾏﾆﾗから広州へ、

また UPS は 08 年にﾏﾆﾗから深ｾﾝへ、それぞれ移転

交通・都市ｲﾝﾌﾗ建設 
鉄道・地下鉄、電力・ｶﾞｽ・水、ｺﾞﾐ・

汚水・危険物処理施設の建設 

中国では都市化進展や環境対策等で、公共交通や

ｺﾞﾐ・汚水処理への投資が加速。J ﾊﾟﾜｰは火力・

水力発電等で 3件の投資がある 

高度な農畜水産業 有機農業、水産養殖  

大学教育など 大学教育、体育・健康施設  
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